
第4章 風倒木発生周辺域における斜面安定性評価

4.1 研 究 目的

前章に述べたように, 大分県 日田地方 において, 1993年6月 の降雨時に崩壊が発

生 した非風倒 木斜面の中に, 何 らかの原因 によ り表層土 の強度が低下 している斜面

の存在が推定される. 1993年6月 に崩壊 を発生 させ た降雨の規模が, 10年 程度の

超過確率 であ るが, 研究対象 エ リア248.23km2の なかに発生 した 崩壊箇所数は4032

箇所にの ぼ り, その崩壊密度 は, 16.2箇 所/km2で ある. この地域において, 過去

に同程度 の規模 の降雨 は発生 していたが, この ような多数の崩壊 は発生 していない.

この こ とか ら, 非風倒木斜面 で発生 した崩壊の原因は, 台風19号 の強 風によ り樹

木が強 く揺す られ, その揺動や振動が幹や根茎部 を通 じて斜面表層土に擾乱 をあた

えたため と考えられる. この ことか ら, この よ うな表 層土 は擾乱 を受 けているため,

その斜面上の樹木の 毛細根等 は損傷を受けまたは切断され, 樹木の活力は低下 して

い ると推定 され る. この仮 定か ら, 樹木の活力度 を測定 し, 全体の樹木 と比較すれ

ば非風倒木地 において, 擾乱 を受 けた斜面 と受 けていない斜面の判別ができると考

えられる.

広域 に分布す る対象物の状 態 を測定する方法 として, リモー トセ ンシング技術が

あ り, 近年, その精度 も向上 してきている. 本章で は, 非風倒木地の弱体化 した斜

面の分布 を測定するため, リモー トセ ンシ ング技術 を活用 して, 非風倒 木地域 にお

ける樹 木の活 性度の分布 と斜面の安定性を評価する (松村等2000).

4.2 解 析 手 法

4.2.1 解 析 の 考 え方

1993年6月 の崩壊 ・土石流発生地域 で航空写真判読をおこなったが, 非風倒木地

にお ける崩壊発生箇所 と非発生箇所における樹木の外見上の差異は航空写真上で

は確認できなかった. この地域 にお いて風倒木発生以前 は, 10年 程度の確率規模降

雨 によ り, この ような多数の崩壊 を記録 した例はな く, 非風倒木地 における崩壊の

発生 は, 斜面表土層の強度低 下が原因であると考えられる. この ことか ら非風倒木

地 にお ける不安定斜面の特定について, 以下のよ うに推論 し, リモー トセ ンシング

手法 を用 いる こととした.

まず, 弱体 化 した非風倒木地の斜面表層土層は, 強風によ り立木が揺す られ, 根

系周 辺域の土層が擾乱 を受 けた と考えられる. 立木が倒 れるほ ど揺す られた際に生
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ずる根系の損傷や切断は植生活力に影響を与え, 植生活力が把握できれば, 不安定

斜面を特定することが可能ではないかと推定した. 樹林が立ち枯れであれば目視で

も確認できるため, 航空写真判読等により強度低下が生じた斜面を特定できる可能

性がある. しか し, 調査範囲 は広域 であ り, 樹木活性度の変化 は航空写真上見た目

には微細であり, 分布状態 の把握 は航空写真判読で は困難である. このよ うな樹木

の活性状態は, スギ ・ヒノキの一斉林 である ことか らも, これ までの研究成果 (社

団 法 人 日本 測 量 協 会1992, 小 川滋 等1995, 後 藤 等1992, 本 田潔1995) か ら,

衛星 リモー トセンシングによって把握できる可能性があり, 風倒木地発生域の よう

な広範囲にわたる解析に有利である.

以上の考え方に基づき, 非風倒木地の斜面危険度 予測 に資するため, リモー トセ

ンシ ング技術 を用いて植 生活力度の変化を把握 し, これ と斜面の安定性の関係につ

いて検 討を行 った.

過 去の検討成果 (大分 県土木建築部砂防課1994) か ら, 植生活 力状況 と斜面の

安定性との関係を的確に表すには, 植生活力度に関する指標の定量化は, 道路等の

人工物の影響を受けない植生活力度を読みとる必要があり, 解像度の高 い リモー ト

セ ンシ ングデー タによる解析が要求 される. さらに, 最適 な解 析空間スケールは,

斜面の安定性の変化を適切に表現できる大きさにする必要があり, 植生活力度の変

化が判読可能なスケール を設定 しなければならない.

また, 植生活 力度 と崩壊発生有無の関係 を把握するためには,以 下の項 目に留意

する必要で ある.

(1) 検討対象が広範囲にわた るため, 広域 デー タを判読できるデー タおよび, 植 生活

力度の変化 を捉 えるため, 任意の多時期 のデー タ.

(2) 植生活力度 と崩壊の関係 を把握す るための, 崩壊に影響を与 える植生 以外の要因

の 排 除.

検討の流れ を具体的に示せば, 図4.1の よ うにな る. まず解像度の高 い リモー ト

セ ンシ ングデータを使用 して植生活力指標および解析空間スケールを検討 した. そ

の結果 に基 づき対象地域の植生活 力度の変化を面的に把握 し, 1993年6月 に発生 し

た崩壊地と土石流が流下 した区域を地図上でデジタル化し, 地形と崩壊発生時の降

雨状況を考慮 し, 風倒木の発生により表層土が擾乱され, 安定性の変化が認められ

る斜面をサンプリング し, リモー トセ ンシ ング技術 を使用 して斜面危険度予測結果

の検証を試みた.
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図4.1 研 究 手 順 の フ ロー 図

4.2.2 デ ー タ 計 測

植生活力度に関する指標の定量化を検討するための リモー トセ ンシングデータ

は, 航空機計 測のMSSデ ータ を用 いた. 航空機MSSデ ー タは, 航 空機 に搭載 した分光

放射計 マルチスペク トルスキャナ (MSS) によ り分光放射輝 度 を測定す るもので,

低高度 で計測す ることによ り解像度の高いデータが取得できる. ここでは, で きる

だ け解像度の高 いデ-タ の使用 を考 え, 相対高度1,000mで 計測 を行 い, 地上分解能

5mを 有 す るデー タを取得 した. なお, デー タ計測 エ リアは風倒 木発生以後, 他地

域 よ り崩壊の 多発 した上野 田川流域 (約50Km2) と し, 計測機器 は中日本航空 (株)

所有のJSCAN-AT-18M (J-RCO社 製) を使用 し, その仕様 を表4.1に 示す. 撮影 日地お

よび時刻 は, 1995年10月13日 午前11時 頃 である.

93



表4.1 マル チ ス ペ ク トル スキ ャナ (JSCAN-AT-18M) の仕 様

また, 植 生活 力度 のグラン ドトゥルース として各種の土地被覆状態にある現地の

分光放射輝度の計測を1995年10月25日 ～26日 にか けて行 った. この現 地計 測には,

分光放射計MSR-7000 ((株) オ プ トリサ ーチ製) を使用 し, 調査地点は上野 田川流

域内の比較的大規模な風倒木地周辺斜面とした. 以下に各分光放 射計の主要諸元に

ついて表4.2に 示す.
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表4.2 MSR-7000((株) オ プ トリサ ー チ社 製)

植生活力度と斜面の安定性との関係の検討には, 対象が広範囲 となるためラン ド

サ ッ トTMデ ー タを使用 した. データ解析前 には, 位置補正, 太陽高度 ・地形補正,

大気補正 および季節 変化補正 を行 ったが, 斜 面方位 や樹木の粗密な どによ り絶対的

な植生活力度を把握できない. そ こで, 本検討 において植生活力状態 の表現につい

ては, 風倒 木発生前後の植生活力度の差 を求め, 増減量 と して取 り扱 うもの と した.

使 用 した ラン ドサ ッ トTMデ ー タのデー タ取得 時期 は, 風倒 木発生前後の1990年9

月21日 と1992年10月28日 で ある. また, 航空機MSSデ ータ及びMSR-7000デ ー タとの

整合 を図 るため, 1995年9月19日 に取得 したデー タを使 用 した.

4.3 斜 面危険度 評価

4.3.1 植 生 活 力 指標 とア ル ゴ リズム

斜面危険度評価に対応 した植生活力度を定めるため, 現地 グラン ドトゥルー スを

行 い, 植生状態 を教師付 き分類 した. 現地 グラ ン ドトゥルース と してMSR-7000に よ

りデー タを取得す る とともに, 現地植生 の 目視 による観測, 赤外線写真撮影 を1995

年10月25日 ～26日 にかけて行 った. その結果, 風倒木地周辺および非風倒木地の崩

壊発生箇所周辺における樹木の葉は赤みがかっており, 目視によっても植生の活力

度の低下が認め られる. また, MSR-7000の デー タか らも不健全植生の活 力の低下が

認め られ, 図4.2の (a)(健 全)と (b)(不 健全) に示す波長500nm～800nmの 可視光

域 (赤 色) ～近 赤外域 に放射の違 い, す なわ ち, 不健全植 生においては波長500nm

～800nm域 の輝度が健全植生に比べ強 くあ らわれている. この リモー トセ ンシ ング

によ り現れ る植生の特徴については102ペ ー ジに後述するが, 植生活力度 は, この

事実 に基づ いて波長帯のアル ゴ リズムの検討を行った.
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図4.2 (a) 健 全植 生 のMSR-7000の ス ペ ク トル
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図4.2 (b) 不 健 全 植 生 のMSR-7000の ス ペ ク トル
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対象地域の植生活力の検討に際 しては, 各種計測機器 の観測波長 帯の幅が異なっ

ているため, リモー トセ ンシングデー タにつ いては, まず, 取 り扱 う波長帯 を定め

る必要が ある. ここでは, 後 にラン ドサ ッ トTMデ ー タを使 用 して, 斜面危険度の

評価 を行 うため, 取 り扱 う波長帯はラ ン ドサ ッ トTMデ ー タの観測波長帯 を基本 と

した. ラン ドサ ッ トTMデ ータの波長帯 と航空機MSSデ ー タとの対応は, 表4.3に 示

した通 りで ある.

表4.3 取 得 デー タBand変 換 一 覧 表

(1) 地被状態の判別

リモー トセ ンシングにおいて植生活力度 を求めるアルゴリズムについては, それ

ぞれのセ ンサ・が取得す る波長帯 (バ ン ドA, B等) を用いて, 一般的に

(1) 差 (A-B)

(2) 比 (A/B)

(3) 正規化 (A-B)/(A+B)
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の3種 類 の演算 がよ く用 い られ てい る.

ラ ン ドサ ッ トTMデー タに分類 ・統合 した航空機MSSデ ータ を用 い上記3種 類の演

算値 と現 地調査 を比較 した結果, 比 (2) と正規化 (3) について は値の分布パ ター ンが類

似 して いるが, 差 (1) については住 宅地域 な どの人工域 と森林域が示す値の幅が50%

以上 重複 して いることがわか ったため棄却 した. また, 一般 的に比演算 は輝度の影

響 を受 けやすいとされるため, 植生活 力度 の変化すなわち複 数期 間の比較を行う場

合は, 比演算での検討は棄却 した. この ことよ りアルゴ リズム には, 正規化 を用 い

ることと した.

正規化演算 にラン ドサ ッ トのバ ン ド3と バ ン ド4を 用 いた例 を図4.3に 示す. こ

の図か ら, 森林 と裸地住 宅地 と分離が よいのが分かる.
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図4.3 (a) 正規化演算によ る1990年 の土地被覆状態 と植生指標 (VI値)

図4.3 (b) 正規化演算 による1992年 の土地被覆状態 と植生指標 (VI値)
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(2) サ ン プル地域 にお ける植生 活力度

次に, 植 生活 力度の指標 と して取 り扱 うバン ド (波 長帯) を定め るため, 前述 の

上野 田川 をサ ンプル流域 と して, MSR-7000を 用いた現地調査結果 と航空機MMSデ ー

タの照合 を行 いなが ら, 風倒 木地周辺域 において 「健全 な植生域」と 「植生活力低

下域」を抽出 し, 明瞭に分類 され るバ ン ドの組み合わせを選定 した. 検討 したバ ン

ドの組み合わせ ケー スは表4.4に 示す通 りで ある.

表4.4 ラ ン ドサ ッ トTMデ ー タ の ア ル ゴ リズ ム

なお, バ ン ド6が 熱赤外の波長域 であ り, 直接植生活力の変化が あ らわれ ないと

判 断されるため, バ ン ド6は 使用 して いない下また, 1993年 時のラン ドサ ッ トのバ

ン ド7は, セ ンサーの劣化 によ り使用に耐 えうるデータが取得できないため使用 し

ていない.

表4.4で 示 した各ケースの 「健 全な植 生域」と 「植生活力低下域」に関する演算

値の分布を図4.4に 示す. なお, MSR-7000の 結果 と航空機MSSデ ー タの結果 は同様 で

あるため, ここではMSR-7000の デー タを示す.
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図4.4 アル ゴ リズムの組み合わせ と植生活性度 (MSR-7000)

図4.4よ り,「健 全な植 生域 」と「植生活力低下域」が区分されるアルゴリズムは,

Case 3, Case 6, Case 8と なっている. Case 3は 両者 の分離 が明確 ではないので,

Case 6, Case 8を 対象 に検討 を進め ることに した.

植物の活 力度 を特徴づ けるクロロフィルには, a, bの2種 類が あるが, ク ロロ

フィルaは 細菌 を除 く総 ての光合成生物に含まれる. また, ク ロロフィルaは, ラ

ン ドサ ッ トTMデ ー タのバ ン ド3 (可視光域 赤) に相 当す る波長帯で強 い吸収 を示

し (反 射率10%), 逆 にバ ン ド4 (近 赤外域) に相 当す る波長帯で強い反射 を示す (反

射率40～50%). したが って, バ ン ド3, 4の 演算結 果は植物 に関する情報 を多く

含んでいるとされ, 一般 によ く使われ る.

Case 6とCase 8に おけるアル ゴ リズム の特徴 を考 えると, Case 6は バ ン ド2 (可

視域 緑) とバ ン ド4 (近 赤外域) の正規化で あ り, Case 8は バ ン ド3 (可視域赤)

とバ ン ド4 (近 赤外域) の正規 化である. Case 8は 分子の (バ ン ド4-バ ン ド3)

に よって健全な植生程大 きい値 を取 るが, 植物の反射特性によ り活 力度が高 くなれ

ば大きくなり, 活 力度が低 くなれば小 さい値 をとる性質がある. これによ り, 健全

な植生の値 と活 力の低 下 した植生の値はより明確に分離できるものと考えられる.

一方, Case 6は バ ン ド2の 反射率が高い ことか ら, 分子の (バ ン ド4-バ ン ド2)

によ って活 力度 が高 い時には値 は小 さく, 活 力度が低 い時には値は大 き くな る性質

があ り, 明確 な分離 ができに くくな るもの と考えられる.
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以上 の 結 果 か ら, 植 生 の活 力 を明 確 に分 離 で き るア ル ゴ リズ ム は, バ ン ド3と バ

ン ド4を 指標 に 用 い たCase 8 {(バ ン ド4-バ ン ド3)/(バ ン ド4+バ ン ド3)}

が 適 切 で あ る と判 断 され る. ち なみ にCase 8の アル ゴ リズム は, リモ ー トセ ン シ ン

グに お け る植 生 指標NVI (Normal Vegetation Index) と して 用 い られ て い る.

4.3.2 解析単位

植生活 力 と崩壊発生 の関係 についての検討では, ラン ドサ ッ トTMデ ー タを使用

す るが, ラン ドサ ッ トTMデ ー タは ピクセル (メ ッシュ) データであ り, 地上 での

単位 ピクセルのサ イズ (分解能) は, 約30m×30mと なっている.

植 生活 力度 と崩壊発生の関係 を検討する際には, 植生活 力度 ピクセル と風倒木地

および風倒木発生後の崩壊地 との重ね合わせ をおこなうため, 風倒木地 および崩壊

地 を表現 しうるサ イズを考える必要がある. このサ イズは, 風倒 木地 および 崩壊地

の規模 に対 し同等, またはそれ よ り小 さいサイズが適切である. そこで, 風倒木発

生後 に集 中的に崩壊 ・土石流が発生 した上野田川を含む大分県前津江村, 中津江村,

上津江村 の3村 内の風倒 木地 および崩壊地 について, その規模 を集計 し全 体の70,

80, 90%超 過す る面積規模 を表4.5に 整理 した.

表4.5 風倒木地, 崩壊地の規模 と解析単位

ラ ン ドサ ッ トTMデ ー タと地形図の重ね合わせ 作業では, 機械的な位置誤差 が生

ず るが, 本調査 にお いて も, デジタル化 した既往 の崩壊分布図 と同期するラン ドサ

ッ トTMデ ー タの フォールスカ ラーを重ね合わせた結果, 平均的に1ピ クセル

(30m) 程度の ランダム方向のずれが確認 された. 検討においては, 崩壊発 生位置

の ピクセル値は大 きな意味を持つため, このずれ を包括する ピクセルサ イズでデー
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タを取 り扱 う必要が生 じる.

これ らの こ とか ら, 解析単 位 としては, 80%以 上の風倒 木地 を表現 でき, ラン ド

サ ッ トデー タの位置誤差 を包括する90m×90m (3×3ピ クセル) の メ ッシュで取 り扱

うもの と し, メ ッシュの輝度値 は各 ピクセル値の平均値とした. なお, 平均的な崩

壊地規模 はラ ン ドサ ッ トTMデ ータの ピクセルサ イズに比較 して小 さく, 個 々の ピ

クセルで は表現 不可能であるため, メ ッシュ単位 内の崩壊の存在 で表現するものと

した.

4.3.3 斜面 崩壊 に影響 を与 える諸条件の把握

斜面崩壊は, 素 因 となる地 形 ・地 質 と誘因 となる降雨の影響が大きいことか ら,

風倒 木発生後 に崩壊 を発生 させ る降雨の取 り扱いが重要である. す なわ ち, 降雨に

よる斜面崩壊への影響 を把握 しなければ, 植 生活力 と斜面の安定性 との 明瞭 な関係

を把握することが困難となる. そのため, 風倒 木発生後に おける崩壊の発生 はどの

ような降雨が関与 したか, 具体的には何 時間雨量に支配 されたかを検討 した.

図4.5に, 1993年6月 に発生 した崩壊 ・土石流 について, 前述の3村 内の崩壊発

生個 数 と降雨の 関係 を示 した. この図は, 3村 内において崩壊発 生時か らさかのぼ

った3, 4, 5, 6時 間連続 雨量 の等雨量線 (10mmピ ッチ) には さまれ る雨量 階 と,

その雨量 階以下 の面積 に含 まれ る累加崩壊個数の関係を表 したものである. す なわ

ち, その雨 量での崩壊の発生 しやす さを示 しているといえる. ここで, 崩壊発生時

刻は, この崩壊 ・土石流 に関す る実態調査報告 (大 分県土木建築部砂 防課1994)

で示 され た時刻 を用い, 連続 時間は筆者等の研究 (松村1999) において現地の表

層土層厚, 表層 土の透 水性か ら数時間雨量に支配されるとの知見を踏まえて設定 し

たものである.
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図4.5 降雨量と累加崩壊発生個数密度

図4.5よ り, いずれの連続時間においても雨量の増加に伴 う崩壊個数の増加が見

受けられる. そ こで, いずれの連続時間雨量 を支配 的降雨として取 り扱うかの判断

は, 崩壊個数 の増加傾 向が顕著で, 傾 きの大 きいもの を使用す ることが妥当と考え,

4時 間雨量 を用い るもの と した. なお, 3時 間雨量の方が傾 きは大 きいが, バラツ

キ も大 きいため不採用 と した.

4.3.4 植生活 力と土砂 生産の関係

植生活 力度 について, 前述の演算式 によ り単位 ピクセル毎に算出し, 90mメ ッシ

ュに合成 した. データ取得時期 は, 風倒 木発生時期 を挟む前後 と し1990年9月21日

と1992年10月28日 と した. 1993年 (平 成5年) 6月 に発生 した崩壊地は第3章 で行

った航空写真判読図か らデ ジタル化 し, 上記90mメ ッシュにおける崩壊の有無 を与

えた. また, 崩壊発生 に影響する他の条件 として, 斜面勾配 デー タに加 え, 4時 間

雨量 の等雨量線 図をデ ジタル化 した.

図4.6に, 植 生活力によ り分類 した雨量 階毎の崩壊の存在す るメッシュ数 (崩壊

メ ッシュ数), 図4.7に 等雨量線毎 の全 メッシュ数に対する崩壊メッシュ数の比率を

示 した. 植 生活力 を 「健全植 生域」,「活力低下植 生域 」,「植生消 滅域 (風倒 木地 や
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既存裸地)」 に3分 類 し, 風倒 木発生前後の植生活力低下量 (△NVI=NVI90

-NVI92) を用 い, 植生状態 を△NVIの 最小～最大値の3分 割 した. また, 斜

面勾配 の影響 を極 力受 けな いよ う崩壊発生が急増する斜面勾配30°以 上のデータ

を解析 対象 と した.

図4.6よ り, 崩壊 メッシュ数 と降雨の関係には明瞭な傾向はみ られないが, 降雨

量 の少 ない領域 (95mm以 下) では, △NVIの 増加に伴 い崩壊 メ ッシュが 多 くなる

傾 向が認められる. 図4.7か らは, 全体的には降雨量 と崩壊メ ッシュ率の明瞭な関

係は認め られないが, 降雨量の少ない領域 (約100mm以 下) において, △NVIの

増加 に伴 い崩壊 メ ッシュ率 の増加が明瞭に認められる. △NVIが0.039以 下の地

域の植生 はほぼ健全 と考 え られ, この地域 において4時 間雨量 が55mm以 下では崩壊

は発生 していないが, △NVIが それ 以上 の地域 では崩壊が発 生 している. 一方,

降雨量 の多い ところでは, 降雨量等の他要因の影響が混在 しているためか, △NV

Iと 崩壊 メッシュ率の関係 は明瞭で はない

図4.8に △NVIと1991年 の風倒 木地の分布図, 図4.9に △NVIと1993年 の崩壊

地 の分布図 を示す. この図か らもNVIの 低下 した箇所 で崩壊地が 多 く発生 してい

ることが, 視覚的に確認 で きる.

これ らの結 果は, 非風倒 木地に おいて崩壊が多発 した原因が, 樹 木が強風 に揺す

られ, 表層土の強度が弱体 化 した ことにあると考えられ, 非風倒木地 において表層

土強度 の低下 は, リモー トセ ンシングで計 測 され るNVIの 低 下量 で評価 できる可

能性 が高い ことを示 している.
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図4.6 △NVIを パ ラメー タに した降雨 と崩壊の関係

図4.7 △NVIを 指標 に した降雨 と崩壊 メ ッシュ率の関係
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さらに, 図4.7の 非風倒木地デー タに関 して降雨の多寡で崩壊面積個数率 と△NVI

の関係 を整理すれ ば, 下記の よ うな図 とな る.

図4.8 (1) △NVIと 崩壊 メ ッシ ュ面 積 個 数 率 (降 雨 量140mm以 下)

図4.8 (2) △NVIと 崩 壊 メ ッシ ュ個 数 率 (降 雨 量140mm以 上)
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これ らの図か ら降雨量の少ないメッシュ群 (図4.8 (1)) においては, △NVIの 増

加 に伴 い (樹 木の植 生活性度が低下 してい る) 崩壊 メッシュ個数率 は増加 して いる

傾 向が認め られる. 一方, 降雨量の 多いメッシュ群 (図4.8 (2)) では, 降雨 が崩壊

に対 して影 響 してい るためか, △NVIの 増加 に伴 う崩壊 メ ッシュ個数率 の増加に関

して, 弱 い正の相 関は見 られ るが, 降雨量 の少ない地域 ほ どには明瞭な傾向は認め

られない.

いずれ にせ よ, △NVI影 響崩壊発生 に影響 を与 えてお り, この こことは, 図4.7と

同様 な傾 向を与 えている.

図4.7と 図4.8か ら, さらに前述 のよ うに, これ まで この地域 では, このよ うな少

な い降雨 にお いて崩壊 が発生 していないことか ら, 1993年6月 に発生 した崩壊 は,

1991年 の 台風19号 の 強風 に揺 動 され た樹 木 を通 じ表層土の強度低下 したことが原

因と推定される.
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図4.9 風倒木地と崩壊の分布表示範囲
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図4.10 風倒 木発生前のNVIと 崩壊地 ・風倒 木地重ね あわせ 図

青線: 河川

白線: 風倒 木地

赤線: 崩壊 ・土石流
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図4.11 災害後 (1992年5月) のNVIと 崩壊地 ・風倒木地重ね合わせ図

青線: 河川

白線: 風倒 木地

赤線: 崩壊地
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図4.12 △NVIと1993年 の 崩 壊 地 の 分 布

青線: 河川

黄線: 風倒 木地

赤線: 崩壊地
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4.4 ま と め

本研究では, 風倒木地発生域周 辺地域 に関す る風倒木発生前後の植生活力変化に

ついて リモー トセンシングを活用 し, 植生活 力の変化 と斜面の安定性 との関係につ

いて検討 した. その検 討の結 果, 風倒木地発生域 における非風倒木地斜面の安定性

について, 以下の知 見が得 られた.

1) 風倒木発 生時前後 の風倒 木地発 生周 辺地域における樹木の植生活力変化は, ラ

ン ドサ ッ トTMデ ー タの観 測波長帯 のバ ン ド値 を用いて,{(バ ン ド4-バ ン ド

3)/(バ ン ド4+バ ン ド3)} のアル ゴ リズムで得 られ る植生活力指標によ り

表現できることが判明 した.

2) ラ ン ドサ ッ トTMデ ー タ を使用 して, 風倒木地発生域の植生活力分布 を把握す

る場合, 風倒 木地 の平均の面積 とラ ン ドサ ッ トTMデ ー タの位置 誤差 を考慮 し,

90m×90m (TMデ ー タの最 小 ピクセルの3×3に 当たる) と した擬 似的な ピクセ

ルサ イズでの解析が最適である.

3) 非風倒 木地にお いて, 風倒 木発生前 後の植生活 力低下量 と崩壊発生頻度との関

係について検討 した結果, 植生活力低下が大きいほ ど, 崩壊発生頻度が高 い こと

が 判明 した. この傾向は雨量が少な い区域ほ ど明瞭に現れるが, 降雨の多い地域

では, 降雨等の要因が影響す るため植生活力低下量と崩壊発生頻度との関係は明

瞭に現れない.

4) 以上か ら非風倒木斜面で発生 した崩壊の原因は, 台風19号 の強風によ り樹木

が強 く揺す られ, その揺動 や振動が幹や根系部 を通 じて斜面表層土に擾乱をあた

え表層土の強度を低下させたためと考えられる.

本研究 では, 取 り扱 った ラン ドサ ッ トTMデ ー タ特性の制約上, 90m×90mと いう

単位 での解析 となった. そのため, 植生活 力度の評価値 の中には, 森林 以外の情報

も混在 して いる と推 定され, 植生活性度計測の精度 に課題 を残 している. さらに,

よ り精 度の高 い評価 を行 うためには解析精度を高める必要がある.

近年衛 星 リモー トセ ンシング技術は著 しく進歩 し, 最近では1m～数mと い う高解

像 度の デー タが容易に得られるようになっている. しか し, リモー トセ ンシング技

術の利活 用には, 時系列的な解析が重要で あ り, デー タの蓄積 が求め られ る. 今後

は, これ ら蓄積 された高分解能 のデータ を使用 した高精度の調査が期待される.
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